






















全国の介護保険給付費をみてみると、2009年 4 月時点では、要介護 3 〜 5 の被保険者に対する
十文字学園女子大学人間生活学部人間福祉学科































































































































































7.9% 2.42 ± 1.31
F （2,33802）=12.9, p<.001
表 4　認知症高齢者の日常生活自立度別のケース数の推移

































































χ2=64.0, df =12, p<.001
表 5　世帯形態別のケース数の推移





















































































（n=4,434） 12.4 ± 9.3 3.6 ± 9.2 4.7 ± 8.5
2009年
（n=12,168） 16.7 ± 9.9 7.3 ± 19.9 6.6 ± 10.3
2011年
（n=16,487） 16.6 ± 9.4 9.1 ± 27.2 6.9 ± 10.5
F 値 F （2,33086）=383.5 ** F （2,33086）=106.4 ** F （2,33086）=79.0 **
全　体


















































































































（n=3,890） 12.0±8.7 25.0±8.0 1.3±3.5
【通い】週 2 回程度




















































Ｈ群では 3 割以下であるのに対し、Ｅ〜Ｇ群では 7 割弱を占めていた（表10）。Ｄ群は、「住ま
い併設型利用」以外の12ケースのうち、11ケースは、10㎞前後もしくはそれ以上離れた場所に
住んでおり、世帯形態は、独居が 8 ケース、配偶者と 2 人暮らしが 2 ケース、子と 2 人くらし
が 1 ケースであった。
72
次に世帯形態を見てみると、Ａ、Ｈ群では 4 〜 5 割のケースが子世帯と同居であるが、Ｄ〜
Ｇ群は独居世帯が 8 割以上、Ｂ、Ｃ群では独居が 5 〜 6 割、配偶者と 2 人暮らしが1.5割程度
であった（表11）。
表10　住まい別のケース数


























































































































































ケースが 6 〜 9 割強を占めており、Ａ群は子世帯との同居割合が最も高く、Ｂ〜Ｃ群は、独居






















































































































1）　厚生労働省介護給付費実態調査報告（2009年度 4 月、2012年度 4 月）のデータを使用。
http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/45-1b.html
2）　各年ともWAM NETに掲載されていた事業者数（休止・廃止を除く）を集計した。
http://www.wam.go.jp/
3）　2009年度調査では、看取り介護と在宅療養診療所との連携についての項目も調査している。看取りを
伴うケースに会った事業所が、全体40.6%（n=769）に上るが、そのうち、事業所内もしくは利用者宅に
て看取り（安定期から死亡まで事業所が関わる）を行った事業所は、161ヶ所（20.9%）であった。
4）　分析ソフトは、SPSS Statistics21を使用。
5）　特別養護老人ホーム入居者のデータは、医療経済研究機構（2011）『特別養護老人ホームにおける入
所申込の実態に関する調査研究報告書』p11のデータを参照。
6）　認知症高齢者グループホームのデータは、富士通総研（2013）『認知症対応型共同生活介護のあり方
に関する調査研究事業報告書』p38, p40のデータを参照。
小規模多機能型居宅介護事業におけるサービス利用内容の経年的変化と特徴 75
7）　認知症加算（Ⅰ）：日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護を
必要とする認知症（日常生活自立度Ⅲ以上）の登録利用者に対し800単位/月が算定できる加算のこと。
　　認知症加算（Ⅱ）：要介護状態区分が要介護 2 であるものであって、日常生活に対する注意を必要と
する認知症（日常生活自立度Ⅱ）の登録利用者に対し500単位/月が算定できる加算のこと。
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